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立法府が短期・中期的な国家削減目標を制定しないこと、
あるいはそれらの目標を制定するための基準を示さない
ことは違憲である。

Priority Statement
私たちの中心的主張





地球温暖化の事実

太陽は、主に可視または近可視（紫外線など）の非常に短い波長のエネルギーを放射し、地球の気候に

影響を及ぼしている。

化石燃料の燃焼や森林の伐採など

を中心とする人間の活動が、自然

の温室効果を大幅に増大させ、地

球温暖化を引き起こしている。

人為起源のCO2累積排出量と、それが引き起こす地球温暖化との間には、ほぼ直線

的な比例関係がある。



海面上昇 大西洋子午面循環

(AMOC)の強度低下

海洋酸性化

Effects on Environmental Systems
環境システムへの影響

異常気象

熱波 豪雨 干ばつ 台風

食の安全  水の安全  インフラへの損害



生存権 健康権

家屋・居住に関す
る権利

生活権

労働権 文化的権利財産権

Impacts on Humans
人間への影響



Duty of Protection 保護義務

国家は基本的権利を保護する義務を負う

それゆえ、国家は、気候変動の影響からこれらの基本的権利を保護する

義務がある。関連する法的枠組みを確立する際には、国民の基本的権利

を保護するための要件を遵守すべきである。



Climate 

Action

気候変動対策

温室効果ガスの排出を削減する

地球温暖化を2℃を十分下回り、1.5℃に抑える努力を
追求

気温を一定のレベルに抑えるために一定期間に許容さ

れるCO2排出量

各国がGHG排出削減目標を設定する

エネルギー、製造、企業・住宅、運輸、農業、環境の各部門
の削減目標

緩和

カーボンバジェット

国家削減目標

部門別削減目標



1.5℃/2℃目標達成

部門別削減目標の設定および
行動プログラムを導く

機能

気候変動対策の規制枠組み 国家削減目標



保護義務

気候変動対策



Impacts of Climate Action on Freedom



ほとんどすべての人間活動は、温室効果ガスの排出を伴う

気候変動対策による自由への影響

IPCC特別報告書：世界の食料システムにおける生産前後の活動に関連する排出を含め

ると、その排出量は、人為起源のGHG純排出量の21～37%になると推定される（信頼

度は中程度）

ILO：繊維・衣料品部門は、世界の炭素排出量に占める割合が大きく、世界の炭素排出量

全体の6～8％、年間約17億トンと推定されている

IPCC AR6：建築部門の温室効果ガス総排出量は、2019年には12GtCO2-eqに達し、

その年の世界のGHG排出量の21％に相当する

IPCC AR6：2019年、運輸部門からの直接的なGHG排出量は8.7GtCO2-eq

（1990年の5.0GtCO2-eqから増加）で、世界のエネルギー起源CO2排出量の23％

を占めた。

家具、家電製品、携帯電話、その他の消費財の生産と使用も、GHG排出に関与している。



Legislators have a duty to evenly distribute 

reduction burdens over time and between 

generations.



ドイツ憲法裁判所、ノイバウアーほか対ドイツ：[KSG]2030年以降に利用可能な

排出の可能性を著しく狭める場合、立法者は、気候中立性への移行に際し、自由が

尊重されるよう十分な予防措置を講じなければならない。一定の条件の下で、基

本法は、基本的自由を長期にわたって保護し、自由と関連する機会を世代間で比

例的に広げる義務を課している。

基本的権利は自由（権）の間世代性から、ドイツ基本法20条a項で規定されている

とおり、温室効果ガス削減負担の一方的な将来への転嫁から原告らを保護するこ

とができる。

立法者には、削減負担を長期的かつ世代間で均等に

配分する義務がある



Prevent excessive burdens from being 

shifted to the future.



韓国憲法裁判所：

現在、温室効果ガスの排出を削減するための努力が不十分であれば、気候変動の

悪影響にさらされる機会が増えるという点でも、温室効果ガスの排出を削減する

ために経済活動やライフスタイルに対する制約が厳しくなるという点でも、将来の

負担は比例して増大する。これは、気候危機がもたらすリスク状況の決定的な特徴

である。

...気候危機がもたらすリスク状況に対応して国家が保護措置を講じる場合、過度

な負担が将来に転嫁されるのを防ぐことが不可欠である。これは、将来の市民の

自由を守るためだけでなく、現在の世代と将来の世代の間で基本的権利の平等な

保護を保証するためにも必要である。

過度な負担の未来への転嫁を防ぐ



The Right of Equality

•

•



平等権 

不十分な気候変動に関する法律は不平等な

悪影響をもたらす:

• 生存と健康の権利

• 自由



WHY SHOULD NATIONAL 
REDUCTION TARGETS BE 
ENACTED BY LEGISLATORS?
(legislative reservation)

なぜ国の削減目標を立法府が制定すべき
なのか？(立法権の優位）



•

It is related to the minimum 
protection and significant 
restrictions of fundamental rights

•



• 基本的権利の保護

解釈第785号

国家は基本的権利の最低限の保護を提供する義務がある。し

たがって、立法者は基本的権利を保護する要件を満たす枠組

みを制定する義務がある。

基本的権利の最小限の保護と大幅な制限に関
係する

解釈第443号 重要性論（theory of essentialness）

• 基本的権利の重大な制限



The legislative body is the most 
appropriate institution for enacting 
national reduction targets.

•

•



立法機関は、国家削減目標を制定するため
の最も適切な機関である

• 国家削減目標の特徴

国家削減目標は、個人の基本的権利だけでなく、社会、産業、経済の変革、さらに

は人類全体の存続に関わるものである。したがって、我が国の将来の発展の方向

性を決定するためには、強力な民主的正統性、広範な熟議対話、より高いレベル

の社会的合意が必要である。

議員は市民から多数票を獲得した人が選ばれ、多数決で意思決定される。さらに、

特定の法案について公聴会を通じて社会的合意を求めるため、世論を喚起し、対

話の場を設けることもある。

立法府は行政府に比べ専門性に欠けることもあるが、行政機関に報告を求めた

り、質問したりすることで補完することができる。

• 議会の特徴



The stability requirement



国の削減目標は一定の安定性を持つべきであり、大統領

の意思だけで変更されるべきではない。米国を例にとれ

ば、トランプ政権はパリ協定から離脱しただけでなく、効

率的なエネルギー生産を妨げると思われる規制の撤廃に

積極的に取り組んでいる。

安定性の要件



Enable people to foresee 
and prepare for the low-
carbon transition
人々が低炭素社会への移行を予見し、
準備できるようにする

Guide administrative 
agencies in formulating 
sectoral reduction 
targets and reduction 
measures
行政機関が部門別の削減目標と
削減対策を策定する際の指針と
なる



Is a single country enough to save the earth?
Drop in the ocean?



地球を救うには一国で十分？
大海の一滴？

Urgenda財団対オランダ オランダ最高裁判所：

各国は相応の責任を負う。…したがって国は、その責任分担に応じて、自国の領域からのＧＨＧ排出削減義務

を負う

ノイバウアーほか対ドイツ ドイツ憲法裁判所：

...気候変動による影響と原因のグローバルな性質は、原則として、基本的権利から生じる保護義務の可能性

を排除するものではない

韓国気候訴訟判決 事件番号2020Hunma389：

気候変動は、その原因も影響もグローバルな問題である。どの国も気候危機の一因となった責任を全く負わ

ないと主張できないように、どの国も自国の責任分担を回避しようとしたり、他国の温室効果ガス排出量の

みを指摘するというのは認められない

重要なのは、国内当局が講じなかった合理的な措置が、結果を変えたり損害を軽減したりする現実的な見込み

を持ち得たかどうかである。... 国家は、気候変動の原因を予測、防止、最小化し、その悪影響を緩和するための

措置を講じるべきである。



CLIMATE CHANGE RESPONSE ACT

気候変動対応法





第10条 i

国の長期温室効果ガス削減目標を達成するため、中央の主管機関は、公聴会を

通じて中央と地方の関連機関、学者、専門家、非政府組織（NGO）の参加を招請

し、地方と中央政府レベルの学者、専門家、NGOも招請する。公聴会の手続きを

経て、当局は段階的な規制目標を定め、5年単位で実施し、行政院の承認を経て

一般に公開すべきである

短期

・

中期

削減目標

基準？

第4条 i

長期的な温室効果ガス排出削減目標は、2050年までにGHGネットゼロを達成

することである

第6条

国の削減目標およびスケジュールは、UNFCCCに規定された共通だが差異あ

る責任を実現するとともに、国の環境、経済、社会の持続可能な発展を促進する

ものでなければならない

国の

長期削減

目標



Statutory Reservation

⚬

•

•

⚬

⚬



法律の留保

⚬ 共通だが差異ある（責任）原則

共通の責任か、より厳格な責任か、より緩やかな責任か？

• 短期・中期の削減目標なし

• 目標の決定方法に関する基本的な基準を示すことなく、環

境省に委ねる

⚬ 1.5℃か2℃か-カーボンバジェット

⚬ 世代間正義

-->国の気候変動対策の方向性と強度を明確に示すのに十分



環境省が2026年から2030年までの
国の削減目標をまだ公表していないのは

違憲である。

Backup Claim 予備的請求



•

Unconstitutional

This Decade Matters

•

•



• 国内削減目標の設定が遅れていることは、基本的権利を侵害から守る

には不十分であり、将来的には自由や労働の権利をも脅かす可能性が

ある

違憲である

この10年間の問題

IPCC AR6:

• 人為的な地球温暖化を抑制するには、CO2排出量を正味ゼロにする必要がある。

CO2排出量が正味ゼロになる時点までの累積炭素排出量と、この10年間の温室

効果ガス排出削減レベルが、温暖化を1.5℃に抑えられるか2℃に抑えられるかを

大きく左右する（信頼度は高い）

• 温暖化を 1.5℃（＞50%）に制限し、オーバーシュートを起こさない、あるいは限

定的なものにとどめる、あるいは温暖化を2℃（>67%）に制限する、地球全体で

モデル化されたあらゆる経路は、この10年間にすべての部門において、急速かつ

大幅に、そしてほとんどの場合、即時的に、温室効果ガスの排出削減が必要である



The importance of establishing national reduction 

targets as soon as possible for fundamental rights

•

•



基本的権利のために、できるだけ早く国の削減目標を設定する

ことの重要性

2021年、GHG純排出量は、基準年の2005年と比較して増加したままである（2.6%

増）。したがって、これからの改革は包括的かつ徹底的なものでなければならない。そのた

め、各部門が削減責任を果たすことを予見できるようにし、対応と準備のための十分な時

間を提供することが、このような包括的な改革を遂行し、国の削減目標を達成するために

不可欠である。

• 人々が低炭素移行を予見し、準備できるようにする

• 部門別の削減目標および行動プログラムの策定において指導する



National Development Council Announced Taiwan's 

2030 National Reduction Target of 24±1%. 



2022年、国家発展委員会は台湾の2030年国家削減目標を24±1％と発表

した

環境省は、第3段階の国家削減目標と国家定期規制目標は、いずれも国家発

展委員会が発表した24±1%という数字に基づいて設定されるとしている

国家発展委員会は、台湾の2030年国家削減目標を24±1％と発表



台湾

ピーク年：2007

基準年：2005



IS 24% BY 2030 ENOUGH?
2030年までに24％で十分か？



ギガトン

ギガトン

台湾の人口（2020年）

世界の人口

ギガトン

台湾のカーボンバジェット

世界のカーボンバジェット

台湾のカーボン

バジェット

IPCC AR6  

Carbon Budget from 2020
2020年からのカーボンバジェット



Carbon Budget 

Per Capita Method



諮問委員会は、人口割、現在の人口規模に基づく配分法を採用し、2016年の世界総人

口に占めるドイツの割合1.1％を基準としている

諮問委員会による残余カーボンバジェットの定量化には大きな不確定要素が含まれてい

るとはいえ、法律に定められた削減目標によって考慮されなければならない

申立団体は、IPCCの世界のカーボンバジェットの評価とスイスの温室効果ガスインベン

トリのデータを参照し、一人当たりの負担が同じと仮定した場合の試算を提示した

欧州人権裁判所は気候変動に関する効果的な規制の枠組みが、カーボンバジェットやそ

の他の方法により、各国の温室効果ガス排出量の制限を定量化することなく導入される

とは考えていない

人口一人当たりの

カーボンバジェット



キロトン

•

2030年の予測排出量は、2005年の排出量の76%である

•

2022年から2029年までの予測排出量は、前年比で年平均

8,410キロトンずつ減少する見込みである。

Calculated cumulative emissions to 2030

2030年までの累積排出量の計算



IPCC報告書
地球温暖化

カーボン

バジェット

2030年までの累積

排出量

2030年以降の残余

のカーボンバジェット

The remaining carbon budget for our 

country until 2030 is calculated as 

follows:

台湾の2030年までのカーボンバジェットの残りは：

単位：ギガトン



•

•

•

Why Should Taiwan Adopt 1.5°C 

Temperature Limit?

台湾が1.5℃未満を目指すべき理由は？

•

IPCC1.5℃特別報告書

•

台湾の公約：2050年までにネットゼロ

• 台湾のNDC



Scientific Uncertainty?

科学的不確実性？

•

計算基準の違い：GHGとCO2

•

人口割の問題点

•

世界のカーボンバジェットと地球温暖化の程度との因果関係の不確実性



Precautionary Principle



予防原則

国連気候変動枠組条約 第3条iii： 締約国は 、気候変動の原因を予測し、防止し又は最小限にする

ための予防措置をとるとともに、気候変動の悪影響を緩和すべきである。深刻な又は回復不可能な

損害のおそれがある場合には、科学的な確実性が十分にないことをもって、このような予防措置とる

ことを延期する理由とすべきではない

リオ宣言の原則15： 環境 を保護するため、予防的方策は、各国により、その能力に応じて広く適用

されなければならない。深刻な、あるいは不可逆的な被害のおそれがある場合には、完全な科学的確

実性の欠如が、環境悪化を防止するための費用対効果の大きい対策を延期する理由として使われて

はならない

IPCC AR5: 1970年代から1980年代にかけて、自然環境や公衆衛生に対する重大で不確実なリ

スクに対処するための予防原則が提唱された（Vlek, 2010）。予防原則の最も強い形は、ある行為

や政策が、公衆や環境に害をもたらすリスクがあると疑われる場合、何らかの因果関係が確立されて

いなくても、予防的措置を講じるべきであるというものである。その活動が有害でないことを証明す

る責任は、一般市民よりもむしろその活動の提案者にある



Conclusion
結論

2030年までに温室効果ガスを24％削

減するだけでは、気候変動による侵害か

ら基本的権利を守るには不十分である



Procedural Issue
手続き上の問題



Germany’s Act on the Federal 

Constitutional Court:



ドイツ連邦憲法裁判所に関する法律：

第90条2項： 他の裁判所への法的手段が存在する場合、すべての救

済手段が尽くされた後にのみ、憲法上の訴えを提起することができ

る。ただし、連邦憲法裁判所は、すべての救済措置が尽くされる前に

提起された憲法上の申し立てについて、その申し立てが一般的な関

連性を有する場合、または他の裁判所への事前の申し立てが申立人

に重大かつ不可避な不利益をもたらす場合には、決定を下すことが

できる



Korea’s Constitutional Court Act



韓国の憲法裁判所

第68条2項：

第41条第1項に基づく法令の合憲性に関する審判の申立てが却下された場
合、当事者は、憲法裁判所に対し、合憲性に関する審判を請求することがで
きる。この場合、当事者は、原審の訴訟手続において、同一の理由による法
令の合憲性に関する審判を再度請求することができない

第41条 (1)：
法令の合憲性が事件の判断の前提となる場合、事件を担当する通常の裁判
所（軍事裁判所を含む、以下同様）は、職権で、または当事者の申し立てに基
づく決定によって、憲法の合憲性に関する判断を憲法裁判所に求めるもの
とする



https://law.moj.gov.tw/ENG/LawClass/LawAll.aspx?pcode=A0030159
https://law.moj.gov.tw/ENG/LawClass/LawAll.aspx?pcode=A0030159


台湾憲法訴訟法第59条：

通常の裁判上の救済手段をすべて尽くした後、自己に不利な判決を下

した確定判決またはそこに適用される法律が、不当に自己の憲法上の

権利を侵害し、憲法に違反すると考える者は、憲法裁判所に、当該判決、

または当該判決およびそこに適用される法律の両方を違憲とする判決

を申し立てることができる。

行政処分

この訴訟は台湾の法制度では認めら
れない

https://law.moj.gov.tw/ENG/LawClass/LawAll.aspx?pcode=A0030159


What’s new?



28±2%24±1%





OUR NEXT STEPS

次のステップ



行政裁判所 

4人の若者原告

適正手続きに違反する

2030年削減目標

不十分である

議会留保の原則に違反する
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